
平成２７年度新規地区採択チェックリスト

（ ） （ （ ））７－２ 農業競争力強化基盤整備事業 農業競争力強化基盤整備事業 草地畜産基盤整備事業

（都道府県名： 北海道 （地区名： 留萌中南部 ））

１．必須事項

項 目 判 定 基 準 判 定

１ 事業の必要性 ・農業生産性の向上、農業総生産の維持・増大、農業生

が明確であるこ 産の選択的拡大、農業構造の改善、農村生活環境の改 ○

と。 善等の観点から、当該事業を必要とすること。

（必要性）

２ 技術的可能性 ・地形、地質、水利状況等からみて、当該事業の施行が

が確実であるこ 技術的に可能であること。 ○

と。

３ 事業の効率性 ・当該事業の効用の発現が十分に見込まれ、すべての効

が十分見込まれ 用がそのすべての費用を償うこと。 ○

ること。

（効率性）

４ 受益者負担の ・当該事業の費用に係る受益者の負担が、農業経営の状

可能性が十分で 況からみて、負担能力の限度を超えることとならない ○

あること。 こと。

（公平性）

５ 環境との調和 ・当該事業が環境との調和に配慮したものであること。

に配慮している ○

こと。

６ 事業の採択要 ・事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準

件を満たしてい の要件に適合していること。 ○

ること。

項目を満たしている場合は「○」とする。

項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。



平成２７年度新規地区採択チェックリスト

（ ） （ （ ））７－２ 農業競争力強化基盤整備事業 農業競争力強化基盤整備事業 草地畜産基盤整備事業

（都道府県名： 北海道 （地区名： 留萌中南部 ））

２．優先配慮事項

【効率性・有効性】

評価項目 評価

単位 評価評 価 指 標

大項目 中項目 小項目 結果

効率性 事業の経済性・効率性 － ２ Ａ① 事業の経済性・効率性の確保

② コストガイドラインに則した整備

有効性 食料の安定 農業生産性の / 4.3 Ｂ農業生産性及び労働生産性の維持・向上効果 千円 頭

年供給の確保 維持・向上 ･額（受益頭数当たり）

事業参加経営体に占める担い手農家（認定農農業の持続 望ましい農業

業者等）の割合的発展 構造の確立

％ 100 Ａ（公共牧場整備事業）

公共牧場利用経営体に占める担い手農家（認

定農業者等）の割合

① 担い手農家への飼料生産基盤の集積農地の確保・

（作業受託を含む ）有効利用 。

－ ３ Ａ② 基盤整備の実施により耕作放棄地の発

生を未然に防止し、飼料生産基盤を確保

③ 離農跡地・耕作放棄地等の活用

（公共牧場整備事業）

②、③の評価指標で判断

農村の振興 地域経済への / 51.0 Ａ他産業への経済波及効果額 千円 頭

波及効果 ･ 7（受益頭数当たり） 年

多面的機能 環境機能の維 / － －環境関連効果額（受益頭数当たり） 千円 頭

年の発揮 持・増進 ･



【事業の実施環境等】

評価項目 評価

単位 評価評 価 指 標

大項目 中項目 小項目 結果

事業の 環境への配 生態系 ａ① 地域や事業の特性を考慮した調査・検討

実施環 慮 ａ② 環境情報協議会の意見を踏まえた生態系配

慮境等

－ ａ Ｂ③ 地域住民の参加や地域住民との合意形成へ

の取組

－④ 維持管理、費用負担、モニタリング体制等

の調整状況

① 地域や事業の特性を考慮した調査・検討景観

② 環境情報協議会の意見を踏まえた景観配慮

－ － －③ 地域住民の参加や地域住民との合意形成へ

の取組

④ 維持管理、費用負担、モニタリング体制等

の調整状況

関係計画との連携 ａ① 酪農及び肉用牛生産近代化計画（市町村

計画)の酪農経営又は肉用牛経営の改善目

－ Ａ標との整合性

ａ② 事業実施する飼料生産基盤に係る土地

が、農業振興地域整備計画における農用地

区域内であること。

関係機関との協議 －① 河川管理者との協議(予備)の状況

－ ａ Ａ② 用地取得に係る権利関係の調整状況

－③ その他着工前に重要な協議(予備)の状況

地元合意 ａ① 市町村関係者及び事業参加経営体への説

明がなされ、理解が得られていること。

ｂ② 補助残の融資について関係機関で調整が

－ Ｂ行われていること。

ａ③ 事業参加経営体（公共牧場を含み、公

共牧場の整備を行う場合にあっては、牧

場利用者を含む ）の意向が十分反映さ。

れた計画となっていること。



評価項目 評価

単位 評価評 価 指 標

大項目 中項目 小項目 結果

事業の 事業推進体制 ａ① 事業推進協議会等地元の意見を調整する

機関が設立されていること。実施環

境等 － ａ Ａ② 行政、農協等の担当部局が明確になって

いること。

ａ③ 周辺住民の同意が得られていること。

維持管理支援体制 ａ① 草地、施設等に係る管理組織等が整備さ

－ Ａれていること。

ａ② 普及技術センター、農協等が参画する営

農支援体制が整備されていること。

緊急性 － ○ Ａ飼料自給率の向上を図るため、早期に整備

事業を実施する必要があること。

※評価指標が定量的なものに関しては、0以下はランク外（-）



費用対効果分析に関する説明資料

事 業 名 農業競争力強化基盤整備事業 地 区 名 留萌中南部
草地畜産基盤整備事業

１．総費用総便益比の算定
（単位：千円）

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,020,678

当該事業による費用 ② 1,020,678

その他費用 ③ 0 関連事業費＋資産価額＋再整備費

評価期間 ④ 24年 当該事業の工事期間＋20年

総便益額（現在価値化） ⑤ 1,131,956

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.10

２．年効果額の総括
（単位：千円）

効果項目 年効果額 効果の要因

畜産物等生産効果 9,413 草地整備改良等を実施した場合と実施しなかっ

た場合での畜産物生産量が増加する効果

営農経費節減効果 78,700 草地整備改良等を実施した場合と実施しなかっ
た場合で営農経費が増減する効果

計 88,113

出典：留萌中南部地区土地改良事業計画書（北海道農村計画課作成）



留萌中南部地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域 ： 北海道苫前郡苫前町、羽幌町、初山別村、天塩郡遠別町

(2) 受 益 面 積 ： 618ha

(3) 事 業 目 的 ： 区画整理 618ha

(4) 主要工事計画 ： 区画整理 618ha

農業用施設整備 3棟

(5) 事 業 費 ： 1,180百万円

(6) 工 期 ： 平成27年度～平成30年度

2.総費用総便益比の算定

（ ）（ ）１ 総費用総便益比の総括 単位：千円

区 分 算定式 数 値

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,020,678

当該事業による整備費用 ② 1,020,678

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費） ③

評価期間（当該事業の工事期間＋20年） ④ 24年

総便益額（現在価値化） ⑤ 1,131,956

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.10



（２）総費用の総括
（単価：千円）

事業着工時点 評価期間におけ 評価期間終了 総費用

施　設　名 の資産価額 当該事業費 関連事業費 る予防保全費・ 時点の資産価額

（又は工種） 再整備費 ⑥=①+②+③+

① ② ③ ④ ⑤ ④-⑤

草地造成改良 3,649 3,649

草地整備改良 292,015 292,015

用排水施設整備 3,688 3,688

施設用地造成 9,770 9,770

計 309,122 309,122

家畜保護施設整備(鉄骨造) 358,181 358,181

家畜保護施設整備(木造) 158,344 158,344

飼料調製貯蔵施設整備 75,391 75,391

家畜排せつ物処理施設整備 110730 110,730

機械導入 8910 8,910

計 711,556 711,556

1,020,678 1,020,678

区
分

当
該
事
業

そ
の
他

合　　　　計



（ ）（ ）３ 年総効果額の総括 単位：千円

区 分 年総効果
効 果 の 要 因

効果項目 (便益)額

食料の安定供給の確保に関する効果

畜 産 物 生 産 効 果 9,413 草地整備改良等を実施した場合と実施しなか

った場合での畜産物生産量が増加する効果

営 農 経 費 節 減 効 果 78,700 草地整備改良等を実施した場合と実施しな

かった場合での営農経費が増減する効果

合 計 88,113



（４）総便益額算出表
(単価：千円、％）

※経過年は評価年からの年数

※年効果額割引後は千円未満四捨五入

更新分に

割引率 係る効果

（1+ 年効果額 年効果額 効果発 年発生 年効果額 同　 左 備考

割引 生割合 効果額 割引後

率）

① ② ③ ④ ⑤=③×④ ⑥=②+⑤ ⑦=⑥/①

0 H26 1.0000 0

1 H27 1.0400 1 100 0 0 0

2 H28 1.0816 2 17,005 100 17,005 17,005 15,722

3 H29 1.1249 3 41,323 100 41,323 41,323 36,735

4 H30 1.1699 4 65,378 100 65,378 65,378 55,883

5 H31 1.2167 5 88,113 100 88,113 88,113 72,420

6 H32 1.2653 6 88,113 100 88,113 88,113 69,638

7 H33 1.3159 7 88,113 100 88,113 88,113 66,960

8 H34 1.3686 8 88,113 100 88,113 88,113 64,382

9 H35 1.4233 9 88,113 100 88,113 88,113 61,908

10 H36 1.4802 10 88,113 100 88,113 88,113 59,528

11 H37 1.5395 11 88,113 100 88,113 88,113 57,235

12 H38 1.6010 12 88,113 100 88,113 88,113 55,036

13 H39 1.6651 13 88,113 100 88,113 88,113 52,918

14 H40 1.7317 14 88,113 100 88,113 88,113 50,882

15 H41 1.8009 15 88,113 100 88,113 88,113 48,927

16 H42 1.8730 16 88,113 100 88,113 88,113 47,044

17 H43 1.9479 17 88,113 100 88,113 88,113 45,235

18 H44 2.0258 18 88,113 100 88,113 88,113 43,495

19 H45 2.1068 19 88,113 100 88,113 88,113 41,823

20 H46 2.1911 20 88,113 100 88,113 88,113 40,214

21 H47 2.2788 21 88,113 100 88,113 88,113 38,666

22 H48 2.3699 22 88,113 100 88,113 88,113 37,180

23 H49 2.4647 23 88,113 100 88,113 88,113 35,750

24 H50 2.5633 24 88,113 100 88,113 88,113 34,375

1,131,956

計

合計　（総便益額）

評
価
期
間

年
度

経
過
年

新設及び機能向上分

に係る効果

畜産物生産効果及び営農経費節減効果



3.効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の畜産物生産

量の比較により年効果額を算定した。

○対象畜産物

生乳、肉用牛（個体販売）

○年効果額算定式

年効果額

・生乳

①（ありせば経産牛頭数-なかりせば経産牛頭数×経産牛１頭あたり乳量×乳価×純益率)

②（ありせば経産牛１頭当たり乳量-なかりせば経産牛１頭当たり乳量)×なかりさば経産牛頭数

×乳価×純益率

・肉用牛

（ありせば家畜販売頭数-なかりせば家畜販売頭数）×１頭当たり販売単価×純益率

①　畜産物等増減年便益  

（ア） 生乳増減年便益

（ウ） 個体販売増減年便益

③　単収増加年便益

（ア） 生乳生産性年便益

9,413 千円

2,767 頭 8,666 kg 8,229 kg 84.95 円 3.2% 3,287 千円

⑥=①×(②－③)×④×⑤

ありせば

経産牛頭数

ありせば

経産牛１頭当り乳量

なかりせば

経産牛１頭当り乳量
単価 純益率 生乳生産性年便益

① ② ③ ④ ⑤

0 千円

ホル肥育 80 頭 64 頭 380,413 円 -20.3% -1,236 千円

ホル素牛 420 頭 408 頭 147,000 円 -21.0% -370 千円

⑤=(①－②)×③×④

黒毛素牛 5 頭 2 頭 540,000 円 -19.8% -321 千円

項目

ありせば

家畜販売頭数

なかりせば

家畜販売牛頭数
１頭当り販売単価 純益率

個体販売

増減年便益

① ② ③ ④

2,767 頭 2,407 頭 8,229 kg 84.95 円 3.2% 8,053 千円

① ② ③ ④ ⑤ ⑥=(①－②)×③×④×⑤

生乳増減年便益
ありせば

経産牛頭数

なかりせば

経産牛頭数

経産牛１頭当り

乳量
単価 純益率



（２）営農経費節減効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の労働費、機

械経費、その他の生産資材費について比較し、それらの営農経費の増減により年効果額を算定し

た。

○対象経費

飼料費、農機具費、労働費、その他生産資材費

○年効果額算定式

年効果額 ＝なかりせば主産物頭数×（なかりせば１頭当たり対象経費-ありせば１頭あたり対

象経費）

○年効果額の算定
①　飼料費節減年便益 (乳用牛)

②　農機具費等節減年便益

③　労働費節減年便益

④　その他生産資材費節減年便益

66,060 千円

その他生産資材費

節減年便益
⑦=①×(②-③)

3,311.3 頭 332.1 千円 313.9 千円 60,266 千円

27,980 千円

なかりせば

主産物頭数

なかりせば

１頭当りその他生産資材費

ありせば

１頭当りその他生産資材費

3,311.3 頭 58.6 時間 52.1 時間 1,300 円

なかりせば

主産物頭数

なかりせば

１頭当り労働時間

ありせば

１頭当り労働時間
賃金単価

① ② ③

労働費節減年便益
⑨=①×(②-③)×④

① ② ③ ④

52.1 千円 -36,093 千円

なかりせば

主産物頭数

なかりせば１頭当り農機具費

及び建物費等の減価償却費

ありせば１頭当り農機具費

及び建物費等の減価償却費

農機具等節減年便益

⑦=①×(②-③)
① ② ③
3,311.3 頭 41.2 千円

3,311.3 頭 207.9 千円 203.7 千円 13,907 千円

⑧=①×(②－③)
① ② ③

なかりせば

主産物頭数

なかりせば

１頭当り飼料費

ありせば

１頭当り飼料費

飼料費節減年便益



○対象経費

飼料費、農機具費、労働費、その他生産資材費

○年効果額算定式

年効果額 ＝なかりせば主産物頭数×（なかりせば１頭当たり対象経費-ありせば１頭当たり対

象経費）

・ 事業なかりせば営農経費：現況の営農経費を地元農家聞き取り等により算定した。

・ 事業ありせば営農経費：ほ場条件が改善され、営農技術体系や利用機械の種類、効率等が変

化することによる営農条件変化後の計画営農経費を算定した。

①　飼料費節減年便益 (肉用牛)

②　農機具費等節減年便益

③　労働費節減年便益

④　その他生産資材費節減年便益

12,640 千円

78,700 千円

その他生産資材費

節減年便益
① ② ③ ⑦=①×(②-③)

168.5 頭 440.7 千円 536.5 千円 -16,142 千円

なかりせば

主産物頭数

なかりせば

１頭当りその他生産資材費

ありせば

１頭当りその他生産資材費

⑨=①×(②-③)×④
① ② ③ ④

168.5 頭 7.7 時間 10.0 時間 1,300 円 -504 千円

なかりせば

主産物頭数

なかりせば

１頭当り労働時間

ありせば

１頭当り労働時間
賃金単価

労働費節減年便益

③
168.5 頭 11.6 千円 12.8 千円 -202 千円

なかりせば

主産物頭数

なかりせば１頭当り農機具費

及び建物費等の減価償却費

ありせば１頭当り農機具費

及び建物費等の減価償却費

農機具等節減年便益

⑦=①×(②-③)
① ②

飼料費節減年便益
⑧=①×(②－③)

① ② ③
168.5 頭 364.4 千円 189.4 千円 29,488 千円

なかりせば

主産物頭数

なかりせば

１頭当り飼料費

ありせば

１頭当り飼料費



４.評価に使用した資料
【共通】

・草地開発整備事業計画設計基準の制定について（平成26年2月21日農林水産省生産局長）第Ⅵ

編「事業の効果」

・草地開発事業の費用対効果分析マニュアル（平成22年1月21日に農林水産省生産局畜産部畜産

振興課草地整備推進室長事務連絡）

【費用】

・当該事業費等に係る一般公表されていない諸元については、北海道農政部農村振興局農村計画

課調べ

【便益】

・苫前町酪農生産近代化計画

・羽幌町酪農生産近代化計画

・初山別村酪農・肉用牛生産近代化計画

・遠別町酪農・肉用牛生産近代化計画

・北海道農業技術体系（第４版 （平成25年3月北海道農政部技術普及課））

・日本飼養標準 乳牛（２００６年版 （独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構編））

・農業経営統計調査（平成24年度畜産物生産費 （農林水産省大臣官房統計部））

・総便益算定に係る一般に公表されていない諸元については、北海道農政部農村振興局農村計画

課調べ



平成２７年度新規地区採択チェックリスト

（ ） （ （ ））７－２ 農業競争力強化基盤整備事業 農業競争力強化基盤整備事業 草地畜産基盤整備事業

（都道府県名： 北海道 （地区名： 枝幸東部 ））

１．必須事項

項 目 判 定 基 準 判 定

１ 事業の必要性 ・農業生産性の向上、農業総生産の維持・増大、農業生

が明確であるこ 産の選択的拡大、農業構造の改善、農村生活環境の改 ○

と。 善等の観点から、当該事業を必要とすること。

（必要性）

２ 技術的可能性 ・地形、地質、水利状況等からみて、当該事業の施行が

が確実であるこ 技術的に可能であること。 ○

と。

３ 事業の効率性 ・当該事業の効用の発現が十分に見込まれ、すべての効

が十分見込まれ 用がそのすべての費用を償うこと。 ○

ること。

（効率性）

４ 受益者負担の ・当該事業の費用に係る受益者の負担が、農業経営の状

可能性が十分で 況からみて、負担能力の限度を超えることとならない ○

あること。 こと。

（公平性）

５ 環境との調和 ・当該事業が環境との調和に配慮したものであること。

に配慮している ○

こと。

６ 事業の採択要 ・事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準

件を満たしてい の要件に適合していること。 ○

ること。

項目を満たしている場合は「○」とする。

項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。



平成２７年度新規地区採択チェックリスト

（ ） （ （ ））７－２ 農業競争力強化基盤整備事業 農業競争力強化基盤整備事業 草地畜産基盤整備事業

（都道府県名： 北海道 （地区名： 枝幸東部 ））

２．優先配慮事項

【効率性・有効性】

評価項目 評価

単位 評価評 価 指 標

大項目 中項目 小項目 結果

効率性 事業の経済性・効率性 － ２ Ａ① 事業の経済性・効率性の確保

② コストガイドラインに則した整備

有効性 食料の安定 農業生産性の / 3.2 Ｂ農業生産性及び労働生産性の維持・向上効果 千円 頭

年供給の確保 維持・向上 ･額（受益頭数当たり）

事業参加経営体に占める担い手農家（認定農農業の持続 望ましい農業

業者等）の割合的発展 構造の確立

％ 100 Ａ（公共牧場整備事業）

公共牧場利用経営体に占める担い手農家（認

定農業者等）の割合

① 担い手農家への飼料生産基盤の集積農地の確保・

（作業受託を含む ）有効利用 。

－ ３ Ａ② 基盤整備の実施により耕作放棄地の発

生を未然に防止し、飼料生産基盤を確保

③ 離農跡地・耕作放棄地等の活用

（公共牧場整備事業）

②、③の評価指標で判断

農村の振興 地域経済への / 27.0 Ａ他産業への経済波及効果額 千円 頭

波及効果 ･ 8（受益頭数当たり） 年

多面的機能 環境機能の維 / － －環境関連効果額（受益頭数当たり） 千円 頭

年の発揮 持・増進 ･



【事業の実施環境等】

評価項目 評価

単位 評価評 価 指 標

大項目 中項目 小項目 結果

事業の 環境への配 生態系 ａ① 地域や事業の特性を考慮した調査・検討

実施環 慮 ａ② 環境情報協議会の意見を踏まえた生態系配

慮境等

－ ａ Ｂ③ 地域住民の参加や地域住民との合意形成へ

の取組

－④ 維持管理、費用負担、モニタリング体制等

の調整状況

① 地域や事業の特性を考慮した調査・検討景観

② 環境情報協議会の意見を踏まえた景観配慮

－ － －③ 地域住民の参加や地域住民との合意形成へ

の取組

④ 維持管理、費用負担、モニタリング体制等

の調整状況

関係計画との連携 ａ① 酪農及び肉用牛生産近代化計画（市町村

計画)の酪農経営又は肉用牛経営の改善目

－ Ａ標との整合性

ａ② 事業実施する飼料生産基盤に係る土地

が、農業振興地域整備計画における農用地

区域内であること。

関係機関との協議 －① 河川管理者との協議(予備)の状況

－ ａ Ｂ② 用地取得に係る権利関係の調整状況

ｂ③ その他着工前に重要な協議(予備)の状況

地元合意 ａ① 市町村関係者及び事業参加経営体への説

明がなされ、理解が得られていること。

ｂ② 補助残の融資について関係機関で調整が

－ Ｂ行われていること。

ａ③ 事業参加経営体（公共牧場を含み、公

共牧場の整備を行う場合にあっては、牧

場利用者を含む ）の意向が十分反映さ。

れた計画となっていること。



評価項目 評価

単位 評価評 価 指 標

大項目 中項目 小項目 結果

事業の 事業推進体制 ａ① 事業推進協議会等地元の意見を調整する

機関が設立されていること。実施環

境等 － ａ Ａ② 行政、農協等の担当部局が明確になって

いること。

ａ③ 周辺住民の同意が得られていること。

維持管理支援体制 ａ① 草地、施設等に係る管理組織等が整備さ

－ Ａれていること。

ａ② 普及技術センター、農協等が参画する営

農支援体制が整備されていること。

緊急性 － ○ Ａ飼料自給率の向上を図るため、早期に整備

事業を実施する必要があること。

※評価指標が定量的なものに関しては、0以下はランク外（-）



費用対効果分析に関する説明資料

事 業 名 農業競争力強化基盤整備事業 地 区 名
草地畜産基盤整備事業 枝幸東部

１．総費用総便益比の算定
（単位：千円）

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,060,422

当該事業による費用 ② 1,060,422

その他費用 ③ 0 関連事業費＋資産価額＋再整備費

評価期間 ④ 24年 当該事業の工事期間＋20年

総便益額（現在価値化） ⑤ 1,341,360

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.26

２．年効果額の総括
（単位：千円）

効果項目 年効果額 効果の要因

畜産物等生産効果 24,808  区画整理等を実施した場合と実施しなかった場

合での畜産物生産量が増加する効果

営農経費節減効果 80,348  区画整理等を実施した場合と実施しなかった場
合での営農経費が増減する効果

計 105,156

出典：枝幸東部地区土地改良事業計画書（北海道農村計画課作成）



枝幸東部地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域 ： 北海道枝幸郡枝幸町

(2) 受 益 面 積 ： 925ha

(3) 事 業 目 的 ： 区画整備 925ha

(4) 主要工事計画 ： 区画整理 925ha

農業用施設整備 4棟

(5) 事 業 費 ： 1,218百万円

(6) 工 期 ： 平成27年度～平成30年度

2.総費用総便益比の算定

（ ）（ ）１ 総費用総便益比の総括 単位：千円

区 分 算定式 数 値

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,060,422

当該事業による整備費用 ② 1,060,422

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費） ③

評価期間（当該事業の工事期間＋20年） ④ 24年

総便益額（現在価値化） ⑤ 1,341,360

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.26



（２）総費用の総括
（単価：千円）

事業着工時点 評価期間におけ 評価期間終了 総費用

施　設　名 の資産価額 当該事業費 関連事業費 る予防保全費・ 時点の資産価額

（又は工種） 再整備費 ⑥=①+②+③+

① ② ③ ④ ⑤ ④-⑤

草地造成改良 19,104 19,104

草地整備改良 419,488 419,488

用排水施設整備 26,654 26,654

計 465,246 465,246

家畜保護施設整備(鉄骨造) 266,052 266,052

家畜保護施設整備(木造) 86,090 86,090

飼料調製貯蔵施設整備 149,596 149,596

家畜排せつ物処理施設整備 80,326 80,326

計 582,064 582,064

家畜排せつ物処理施設整備 13,112 13,112

計 13,112 13,112

1,060,422 1,060,422

区
分

当
該
事
業

そ
の
他

合　　　　計



（ ）（ ）３ 年総効果額の総括 単位：千円

区 分 年総効果 効 果 の 要 因

効果項目 (便益)額

食料の安定供給の確保に関する効果

畜 産 物 生 産 効 果 24,808 区画整理等を実施した場合と実施しなかっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 た場合での畜産物生産量が増加する効果

営 農 経 費 節 減 効 果 80,348 区画整理等を実施した場合と実施しなかっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た場合の営農経費が増減する効果

合 計 105,156



（４）総便益額算出表
(単価：千円、％）

※経過年は評価年からの年数

※年効果額割引後は千円未満四捨五入

更新分に
割引率 係る効果

（1+ 年効果額 年効果額 効果発 年発生 年効果額 同　 左 備考
割引 生割合 効果額 割引後
率）

① ② ③ ④ ⑤=③×④ ⑥=②+⑤ ⑦=⑥/①
H26 1.0000

1 H27 1.0400 1 100
2 H28 1.0816 2 15,142 100 15,142 15,142 14,000
3 H29 1.1249 3 46,164 100 46,164 46,164 41,038
4 H30 1.1699 4 75,713 100 75,713 75,713 64,717
5 H31 1.2167 5 105,156 100 105,156 105,156 86,427
6 H32 1.2653 6 105,156 100 105,156 105,156 83,108
7 H33 1.3159 7 105,156 100 105,156 105,156 79,912
8 H34 1.3686 8 105,156 100 105,156 105,156 76,835
9 H35 1.4233 9 105,156 100 105,156 105,156 73,882

10 H36 1.4802 10 105,156 100 105,156 105,156 71,042
11 H37 1.5395 11 105,156 100 105,156 105,156 68,305
12 H38 1.6010 12 105,156 100 105,156 105,156 65,681
13 H39 1.6651 13 105,156 100 105,156 105,156 63,153
14 H40 1.7317 14 105,156 100 105,156 105,156 60,724
15 H41 1.8009 15 105,156 100 105,156 105,156 58,391
16 H42 1.8730 16 105,156 100 105,156 105,156 56,143
17 H43 1.9479 17 105,156 100 105,156 105,156 53,984
18 H44 2.0258 18 105,156 100 105,156 105,156 51,908
19 H45 2.1068 19 105,156 100 105,156 105,156 49,913
20 H46 2.1911 20 105,156 100 105,156 105,156 47,992
21 H47 2.2788 21 105,156 100 105,156 105,156 46,145
22 H48 2.3699 22 105,156 100 105,156 105,156 44,371
23 H49 2.4647 23 105,156 100 105,156 105,156 42,665
24 H50 2.5633 24 105,156 100 105,156 105,156 41,024

1,341,360合計　（総便益額）

評
価
期
間

新設及び機能向上分
計

年
度

経
過
年

に係る効果

畜産物生産効果及び営農経費節減効果



3.効果額の算定方法

（１）畜産物生産効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の畜産物生産

量の比較により年効果額を算定した。

○対象生産物

生乳

○年効果額算定式

年効果額

① （ありせば経産牛頭数－なかりせば経産牛頭数）×経産牛1頭当り乳量×乳価×純益率

② （ありせば経産牛1頭あたり乳量－なかりせば経産牛1頭当たり乳量）×なかりせば経産牛

頭数×乳価×純益率

①　畜産物等増減年便益  

（ア） 生乳増減年便益

③　単収増加年便益

（ア） 生乳生産性年便益

24,808 千円

5,038 頭 8,514 kg 8,115 kg 84.34 円 3.2% 5,425 千円

⑥=①×(②－③)×④×⑤

ありせば

経産牛頭数

ありせば

経産牛１頭当り乳量

なかりせば

経産牛１頭当り乳量
単価 純益率 生乳生産性年便益

① ② ③ ④ ⑤

19,383 千円

① ② ③ ④ ⑤ ⑥=(①－②)×③×④×⑤

5,038 頭 4,153 頭 8,115 kg 84.34 円 3.2%

生乳増減年便益
ありせば

経産牛頭数

なかりせば

経産牛頭数

経産牛１頭当り

乳量
単価 純益率



（２）営農経費節減効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の労働費、機

械経費、その他の生産資材費について比較し、それらの営農経費の増減により年効果額を算定し

た。

○対象経費

飼料費、農機具費、労働費、その他生産資材費

○年効果額算定式

年効果額 ＝なかりせば主産物頭数×（ありせば1頭当たり対象経費－なかりせば１頭当たり対

象経費）

○年効果額の算定

・ 事業なかりせば営農経費：現況の営農経費を地元農家聞き取り等により算定した。

・ 事業ありせば営農経費：ほ場条件が改善され、営農技術体系や利用機械の種類、効率等

が変化することによる営農条件変化後の計画営農経費を算定した。

①　飼料費節減年便益

②　農機具費等節減年便益

③　労働費節減年便益

④　その他生産資材費節減年便益

105,260 千円

なかりせば

主産物頭数

なかりせば

１頭当り飼料費

ありせば

１頭当り飼料費
① ② ③

農機具等節減年便益

⑦=①×(②-③)

-22,222 千円

労働費節減年便益

5,847.8 頭 196.3 千円 196.5 千円

飼料費節減年便益

⑧=①×(②－③)

-1,170 千円

-1,520 千円

その他生産資材費

節減年便益
⑦=①×(②-③)

なかりせば

１頭当りその他生産資材費

ありせば

１頭当りその他生産資材費

① ② ③

① ② ③ ④

5,847.8 頭 58.2 時間 58.4 時間 1,300 円

80,348 千円

5,847.8 頭 265.6 千円 247.6 千円

なかりせば

主産物頭数

なかりせば

主産物頭数

なかりせば

１頭当り労働時間

ありせば

１頭当り労働時間
賃金単価

⑨=①×(②-③)×④

① ② ③

5,847.8 頭 42.4 千円 46.2 千円

なかりせば

主産物頭数

なかりせば１頭当り農機具費

及び建物費等の減価償却費

ありせば１頭当り農機具費

及び建物費等の減価償却費



４.評価に使用した資料
【共通】

・草地開発整備事業計画設計基準の制定について（平成26年2月21日農林水産省生産局長）第Ⅵ

編「事業の効果」

・草地開発事業の費用対効果分析マニュアル（平成22年1月21日に農林水産省生産局畜産部畜産

振興課草地整備推進室長事務連絡）

【費用】

・当該事業費等に係る一般公表されていない諸元については、北海道農政部農村振興局農村計画

課調べ

【便益】

・枝幸町酪農・肉用牛生産近代化計画

・北海道農業技術体系（第４版 （平成25年3月北海道農政部技術普及課））

・日本飼養標準 乳牛（２００６年版 （独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構編））

・農業経営統計調査（平成24年度畜産物生産費 （農林水産省大臣官房統計部））

・総便益算定に係る一般に公表されていない諸元については、北海道農政部農村振興局農村計画

課調べ



平成２７年度新規地区採択チェックリスト

（７－３）農業競争力強化基盤整備事業（水利施設整備事業）
（都道府県名：沖縄県 ）（地区名：西中底原 ）

１．必須事項

項 目 評 価 の 内 容 判定

１．事業の必要性 ・農業生産性の向上、農業総生産の維持・増大、農業生
が明確であるこ 産の選択的拡大、農業構造の改善等の観点から、当該 ○
と。 事業を必要とすること。

（必要性）

２．技術的可能性 ・地形、地質、水利状況等からみて、当該事業の施行が
が確実であるこ 技術的に可能であること。 ○
と。

３．事業の効率性 ・当該事業の効用の発現が十分見込まれ、すべての効用
が十分見込まれ がそのすべての費用を償うこと。 ○
ること。

（効率性）

４．受益者負担の ・当該事業の費用に係る受益農家の負担が、農家経営の
可能性が十分で 状況からみて、負担能力の限度を超えることとならな ○
あること。 いこと。

（公平性）

５．環境との調和 ・当該事業が環境との調和に配慮したものであること。
に配慮している ○
こと。

６．事業の採択要 ・事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準
件を満たしてい の要件に適合していること。 ○
ること。

項目を満たしている場合は「○」とする。

項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。



平成２７年度新規地区採択チェックリスト

（７－３）農業競争力強化基盤整備事業（水利施設整備事業）
（都道府県名：沖縄県 ）（地区名：西中底原 ）

２．優先配慮事項
【効率性・有効性】

評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

効率性 事業の経済性・効率性 ①事業費の経済性・効率性の確保 － ○ Ａ
②コスト縮減についての具体的配慮 ○

有効性 食料の安定 農業生産性の 土地生産性及び労働生産性の維持・向上効 千円/ha 1,608 Ａ
供給の確保 維持・向上 果額（受益面積当たり） ･年

野菜・果樹の 野菜指定産地・果樹濃密生産団地の指定

産地形成 作物の計画作付面積割合 ％ － －
（受益面積当たり）

農業の持続 望ましい農業 認定農業者の割合（総農家当たり） ％ 7.1 Ｂ

的発展 構造の確立

農地の確保・ 耕地利用率、作付面積増加率 ％ 105 Ｂ

有効利用 6

農業生産基盤 施設の更新等整備の緊急性 － － －

の保全管理

戦略的な保全管理に向けた更新整備計画 － － －

の作成

農村の振興 地域経済への 他産業への経済波及効果額 千円/ha 4,528 Ａ

波及効果 （受益面積当たり） ･年

地域用水機能 地域用水効果額（受益面積当たり） 千円/ha － －
の維持・増進、 ･年

水資源の有効

活用(快適性の

向上)

再生可能エネ 小水力発電等の再生可能エネルギーの導 － － －

ルギーの導入 入

多面的機能 環境機能の維 環境関連効果額（受益面積当たり） 千円/ha 1,875 Ａ

の発揮 持・増進 ･年



【事業の実施環境等】

評 価 項 目 単位 評価 評価

評 価 指 標 結果
大項目 中項目 小項目

事業の 環境への 生態系 ①地域や事業の特性を考慮した調査・検討 a

実施環 配慮 ②環境情報協議会の意見を踏まえた生態系 a

境等 配慮

③地域住民の参加や地域住民との合意形成 － a Ａ

への取組

④維持管理、費用負担及びモニタリング体 c

制等の調整状況

景観 ①地域や事業の特性を考慮した調査・検討 a

②環境情報協議会の意見を踏まえた景観配慮 a

③地域住民の参加や地域住民との合意形成 － a Ａ

への取組

④維持管理、費用負担及びモニタリング体 c

制等の調整状況

関係計画との連携 ①都道府県や市町村の農業振興計画と本事 a

業との整合性

②高生産性優良農業地域対策に基づく広域 － a Ａ

農業農村整備促進計画との整合性

③人・農地プランとの整合性 a

関係機関との協議 ①河川管理者との協議(予備)の状況 － ― Ｂ

②その他着工前に重要な協議(予備)の状況 b

地元合意 ①事業実施に対する受益農家の同意状況 － a Ｂ

②事業実施に対する関係市町村の同意状況 a

事業推進体制 ①事業推進協議会の設立 － a Ａ

②事業推進協議会から着工要望の提出 a

維持管理体制 ①予定管理者の合意 a

②維持管理方法と費用負担に関する予定管 － a Ａ

理者との合意

営農支援体制 営農推進組織等(営農支援体制)の設立状況 － 済 Ａ

緊急性 国営事業等関連する他の公共事業との関 － 有 Ａ

係で緊急性が高い



費用対効果分析に関する説明資料

事 業 名 農業競争力強化基盤整備事業 地 区 名 西中底原
（水利施設整備事業）

１．総費用総便益比の算定
（単位：千円）

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 4,736,408

当該事業による費用 ② 2,736,146

その他費用 ③ 2,000,262 関連事業費＋資産価額＋再整備費

評価期間 ④ 48 当該事業の工事期間＋40年

総便益額（現在価値化） ⑤ 4,941,851

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.04

２．年効果額の総括
（単位：千円）

効果項目 年効果額 効果の要因

作 物 生 産 効 果 78,218 農業用用排水施設整備、区画整理を実施した場合と実

施しなかった場合での農産物生産量が増減する効果

品 質 向 上 効 果 2,334 農業用用排水施設整備を実施した場合と実施しなかっ

た場合での農産物の価格が維持、向上する効果

営 農 経 費 節 減 効 果 61,839 農業用用排水施設整備、区画整理を実施した場合と実

施しなかった場合での営農経費が増減する効果

維持管理費節減効果 △9,861 農業用用排水施設整備、区画整理を実施した場合と実

施しなかった場合での施設の維持管理費が増減する効

果

景観・環境保全効果 154,483 農業用用排水施設整備にあたり、周辺の景観へ配慮し

た設計・構造を合わせもった施設として整備すること

で発揮する効果

都市・農村交流促進効果 216 農業用用排水施設整備に伴い農業用施設等が観光資源

として利活用できる効果

計 287,229

出典：西中底原地区県営土地改良事業計画概要書（沖縄県宮古農林水産振興センター農林水産整備課作成）



西中底原地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域 ： 沖縄県宮古島市

(2) 受 益 面 積 ： 82ha

(3) 事 業 目 的 ： 畑 地 か ん が い 82ha、区画整理 54ha、排水路　２km

(4) 主要工事計画 ： 畑 地 か ん が い 82ha（新設）

区 画 整 理 54ha（新設）

排 水 路　２km（新設）

(5) 県 営 事 業 費 ： 3,596百万円

(6) 工 期 ： 平成27年度～平成34年度

2.総費用総便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括 （単位：千円）

区 分 算定式 数 値

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 4,736,408

当該事業による整備費用 ② 2,736,146

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費） ③ 2,000,262

評価期間（当該事業の工事期間＋40年） ④ 48年

総便益額（現在価値化） ⑤ 4,941,851

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.04

（２）総費用の総括



（３）年総効果額の総括 （単位：千円）

区 分 年総効果 効 果 の 要 因

効果項目 (便益)額

食料の安定供給の確保に関する効果

作 物 生 産 効 果 78,218 農業用用排水施設整備、区画整理を実施

した場合と実施しなかった場合での農産物

生産量が増減する効果

品 質 向 上 効 果 2,334 農業用用排水施設整備を実施した場合と

実施しなかった場合での農産物の価格が維

持、向上する効果

営 農 経 費 節 減 効 果 61,839 農業用用排水施設整備、区画整理を実施

した場合と実施しなかった場合での営農経

費が増減する効果

維 持 管 理 費 節 減 効 果 △9,861 農業用用排水施設整備、区画整理を実施

した場合と実施しなかった場合での施設の

維持管理費が増減する効果

多面的機能の発揮に関する効果

景 観 ・ 環 境 保 全 効 果 154,483 農業用用排水施設整備にあたり、周辺の

景観へ配慮した設計・構造を合わせもった

施設として整備することで発揮する効果

都市・農村交流促進効果 216 農業用用排水施設整備に伴い農業用施設

等が観光資源として利活用できる効果

合 計 287,229



（４）総便益額算出表
(４)総便益額算出表-1

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



(４)総便益額算出表-2

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



(４)総便益額算出表-３

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



(４)総便益額算出表-４

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



(４)総便益額算出表-5

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



(４)総便益額算出表-6

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



3.効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の作物生産量

の比較により年効果額を算定した。

○対象作物

さとうきび、飼料作物、葉たばこ、かぼちゃ、かんしょ、にがうり、とうがん、さやいんげん

ちんげんさい、マンゴー

○年効果額算定式

年効果額＝単収増加年効果額※１＋作付増減年効果額※２

※１ 単収増加年効果額＝作付面積×（事業ありせば単収－事業なかりせば単収）×単価×

単収増加の純益率

※２ 作付増減年効果額＝（事業ありせば作付面積－事業なかりせば作付面積）×単収×

単価×作付増減の純益率



注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



（２）品質向上効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の生産物価格

の比較により年効果額を算定した。

○対象作物

さとうきび、かんしょ、かぼちゃ

○年効果額算定式

年効果額＝効果対象数量＋単価上昇額

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



（３）営農経費節減効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の労働費、機

械経費、その他の生産資材費について比較し、それらの営農経費の増減により年効果額を算定し

た。

○対象作物

さとうきび、飼料作物、葉たばこ、かぼちゃ、かんしょ

○年効果額算定式

年効果額※1 ＝（事業なかりせば単位面積当り未整備営農経費 － 単位面積当り現況営農経費）

× 効果発生面積＋（単位面積当り現況営農経費 － 事業ありせば単位面積当り

営農経費）× 効果発生面積

年効果額※2 ＝(事業なかりせば単位面積当り営農経費－ 事業ありせば単位面積当り営農経

費）× 効果発生面積

※１ 畑地かんがい施設 ※２ 区画整理

○年効果額の算定

算定例：畑地かんがい（畑かん設備が整備されることによる営農経費の節減）

区 画 整 理（土地条件整備（不整形、小区画）が整備されることによる営農経費の

節減）

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



（４）維持管理費節減効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、施

設の維持管理費の増減をもって年効果額を算定した。

○対象施設

ダム、用水路、排水路、浸透池等

○年効果額算定式

年効果額 ＝ 事業なかりせば維持管理費 － 事業ありせば維持管理費

○年効果額の算定

事業なかりせば維持管理費 事業ありせば維持管理費 年効果額 備 考

① ② ③＝①－②

千円 千円 千円 現況維持管理費

811 10,672 △9,861 3,167千円

・事業なかりせば維持管理費（①）：施設の実績維持管理費を基に、施設の機能を失った場

合において安全管理等に最低限必要な維持管理費を算

定した。

・事業ありせば維持管理費 （②）：効果算定対象施設の実績維持管理費を基に算定した。



（５）景観・環境保全効果

○効果の考え方

景観や自然環境が保全、創造される効果であり、市場で扱われていない価値であるため、受益

者等にWTP（Willingness To Pay：支払意志額）を尋ねることで、その価値を直接的に評価する

手法であるCVM（Contingent Valuation Method：仮想市場法）により効果を算定した。

○対象施設

景観・環境配慮施設

○年効果額算定式

年効果額＝一戸当たりの支払意志額×受益範囲世帯数×{Ｃ１/（Ｃ１＋Ｃ２）}

ただし、

Ｃ１：景観・環境保全施設の資本還元額のうち当該土地改良事業分

Ｃ２：景観・環境保全施設の資本還元額のうちその他事業分

○年効果額の算定

土地改良 CVMによる 景観・環境 当該土地改良 その他事業の 当該土地改良

施設名 効果額 保全施設の 事業の資本 資本還元額 事業における

資本還元額 還元額 効果額

① ②＝③＋④ ③ ④ ⑤＝①×(③/②)

宮古伊良部地区等 千円 千円 千円 千円 千円

（9,156ha） 5,131 20,369,512 20,359,860 9,652 5,128

赤土等流出施設等 千円 千円 千円 千円 千円

149,355 144,382 144,382 0 149,355

千円

計 154,483

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



（６）都市・農村交流促進効果

○効果の考え方

農業用用排水施設整備に伴い付随的に生じる水辺環境等が、レクリエーション拠点として利活

用できる効果を、ＴＣＭ（travel Cost Method）により効果を算定した。

○対象施設

都市・農村交流促進施設

○年効果額算定式

年効果額＝平均訪問単価×平均訪問回数（１回／年）×訪問人数×Ａ１/Ａ２

ただし、

Ａ１：本地区受益面積 Ａ２：関連事業受益面積

○年効果額の算定

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



４．評価に使用した資料
【共通】

・農林水産省農村振興局企画部土地改良企画課・事業計画課（監修）（2007）「新たな土地改良

の効果算定マニュアル」大成出版社（平成20年３月31日一部改正、平成21年３月31日一部改

正、平成26年4月7日一部改正）

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年3月28日付け農林水産省農

村振興局企画部長通知（平成25年3月26日一部改正））

【費用】

・当該事業費等に係る一般に公表されていない諸元については、沖縄県農林水産部村づくり計

画課調べ

【便益】

・内閣府沖縄総合事務局農林水産部統計調査課（平成15～17年）

「園芸・工芸農作物市町村別統計書」

・内閣府沖縄総合事務局農林水産部（平成15～18年）「沖縄農林水産統計年報」

・沖縄県中央卸売市場（平成20年～24年）「市場年報」

・東京都中央卸売市場（平成20年～24年）「市場統計情報（月報・年報）」

・沖縄県農林水産部（平成15年6月）「沖縄県野菜栽培要領」

・沖縄県農林水産部（平成18年3月）「さとうきび栽培指針」

・沖縄県農林水産部（平成13年4月）「沖縄県畜産経営技術指標」

・沖縄県宮古農林水産振興センター（平成20年～24年）「宮古の農林水産業」

・農林水産省統計部（平成13年～24年）農業物価統計

・（社）日本農業機械化協会「2012/2013農業機械施設便覧」

・総便益算定に係る一般に公表されていない諸元については、沖縄県農林水産部村づくり計画

課調べ



平成２７年度新規地区採択チェックリスト

（７－３）農業競争力強化基盤整備事業（水利施設整備事業）
（都道府県名：沖縄県 ）（地区名：上区西 ）

１．必須事項

項 目 評 価 の 内 容 判定

１．事業の必要性 ・農業生産性の向上、農業総生産の維持・増大、農業生
が明確であるこ 産の選択的拡大、農業構造の改善等の観点から、当該 ○
と。 事業を必要とすること。

（必要性）

２．技術的可能性 ・地形、地質、水利状況等からみて、当該事業の施行が
が確実であるこ 技術的に可能であること。 ○
と。

３．事業の効率性 ・当該事業の効用の発現が十分見込まれ、すべての効用
が十分見込まれ がそのすべての費用を償うこと。 ○
ること。

（効率性）

４．受益者負担の ・当該事業の費用に係る受益農家の負担が、農家経営の
可能性が十分で 状況からみて、負担能力の限度を超えることとならな ○
あること。 いこと。

（公平性）

５．環境との調和 ・当該事業が環境との調和に配慮したものであること。
に配慮している ○
こと。

６．事業の採択要 ・事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準
件を満たしてい の要件に適合していること。 ○
ること。

項目を満たしている場合は「○」とする。

項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。



平成２７年度新規地区採択チェックリスト

（７－３）農業競争力強化基盤整備事業（水利施設整備事業）
（都道府県名：沖縄県 ）（地区名：上区西 ）

２．優先配慮事項
【効率性・有効性】

評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

効率性 事業の経済性・効率性 ①事業費の経済性・効率性の確保 － ○ Ａ
②コスト縮減についての具体的配慮 ○

有効性 食料の安定 農業生産性の 土地生産性及び労働生産性の維持・向上効 千円/ha 1,709 Ａ
供給の確保 維持・向上 果額（受益面積当たり） ･年

野菜・果樹の 野菜指定産地・果樹濃密生産団地の指定

産地形成 作物の計画作付面積割合 ％ － －
（受益面積当たり）

農業の持続 望ましい農業 認定農業者の割合（総農家当たり） ％ 7.1 Ｂ

的発展 構造の確立

農地の確保・ 耕地利用率、作付面積増加率 ％ 105 Ｂ

有効利用 7

農業生産基盤 施設の更新等整備の緊急性 － － －

の保全管理

戦略的な保全管理に向けた更新整備計画 － － －

の作成

農村の振興 地域経済への 他産業への経済波及効果額 千円/ha 3,994 Ａ

波及効果 （受益面積当たり） ･年

地域用水機能 地域用水効果額（受益面積当たり） 千円/ha － －
の維持・増進、 ･年

水資源の有効

活用(快適性の

向上)

再生可能エネ 小水力発電等の再生可能エネルギーの導 － － －

ルギーの導入 入

多面的機能 環境機能の維 環境関連効果額（受益面積当たり） 千円/ha 1,365 Ａ

の発揮 持・増進 ･年



【事業の実施環境等】

評 価 項 目 単位 評価 評価

評 価 指 標 結果
大項目 中項目 小項目

事業の 環境への 生態系 ①地域や事業の特性を考慮した調査・検討 a

実施環 配慮 ②環境情報協議会の意見を踏まえた生態系 a

境等 配慮

③地域住民の参加や地域住民との合意形成 － a Ａ

への取組

④維持管理、費用負担及びモニタリング体 c

制等の調整状況

景観 ①地域や事業の特性を考慮した調査・検討 a

②環境情報協議会の意見を踏まえた景観配慮 a

③地域住民の参加や地域住民との合意形成 － a Ａ

への取組

④維持管理、費用負担及びモニタリング体 c

制等の調整状況

関係計画との連携 ①都道府県や市町村の農業振興計画と本事 a

業との整合性

②高生産性優良農業地域対策に基づく広域 － a Ａ

農業農村整備促進計画との整合性

③人・農地プランとの整合性 a

関係機関との協議 ①河川管理者との協議(予備)の状況 － ― Ｂ

②その他着工前に重要な協議(予備)の状況 b

地元合意 ①事業実施に対する受益農家の同意状況 － a Ａ

②事業実施に対する関係市町村の同意状況 a

事業推進体制 ①事業推進協議会の設立 － a Ａ

②事業推進協議会から着工要望の提出 a

維持管理体制 ①予定管理者の合意 a

②維持管理方法と費用負担に関する予定管 － a Ａ

理者との合意

営農支援体制 営農推進組織等(営農支援体制)の設立状況 － 済 Ａ

緊急性 国営事業等関連する他の公共事業との関 － 有 Ａ

係で緊急性が高い



費用対効果分析に関する説明資料

事 業 名 農業競争力強化基盤整備事業 地 区 名 上区西
（水利施設整備事業）

１．総費用総便益比の算定
（単位：千円）

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,401,344

当該事業による費用 ② 966,617

その他費用 ③ 434,727 関連事業費＋資産価額＋再整備費

評価期間 ④ 46 当該事業の工事期間＋40年

総便益額（現在価値化） ⑤ 1,506,351

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.07

２．年効果額の総括
（単位：千円）

効果項目 年効果額 効果の要因

作 物 生 産 効 果 29,083 農業用用排水施設整備、区画整理を実施した場合と実

施しなかった場合での農産物生産量が増減する効果

品 質 向 上 効 果 1,037 農業用用排水施設整備を実施した場合と実施しなかっ

た場合での農産物の価格が維持、向上する効果

営 農 経 費 節 減 効 果 21,037 農業用用排水施設整備、区画整理を実施した場合と実

施しなかった場合での営農経費が増減する効果

維持管理費節減効果 △3,463 農業用用排水施設整備、区画整理を実施した場合と実

施しなかった場合での施設の維持管理費が増減する効

果

景観・環境保全効果 38,086 農業用用排水施設整備にあたり、周辺の景観へ配慮し

た設計・構造を合わせもった施設として整備すること

で発揮する効果

都市・農村交流促進効果 73 農業用用排水施設整備に伴い農業用施設等が観光資源

として利活用できる効果

計 85,853

出典：上区西地区県営土地改良事業計画概要書（沖縄県宮古農林水産振興センター農林水産整備課作成）



上区西地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域 ： 沖縄県宮古島市

(2) 受 益 面 積 ： 27ha

(3) 事 業 目 的 ： 畑 地 か ん が い 27ha、区画整理 27ha

(4) 主要工事計画 ： 畑 地 か ん が い 27ha（新設）

区 画 整 理 27ha（新設）

(5) 県 営 事 業 費 ： 1,159百万円

(6) 工 期 ： 平成27年度～平成32年度

2.総費用総便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括 （単位：千円）

区 分 算定式 数 値

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,401,344

当該事業による整備費用 ② 966,617

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費） ③ 434,727

評価期間（当該事業の工事期間＋40年） ④ 46年

総便益額（現在価値化） ⑤ 1,506,351

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.07

（２）総費用の総括



（３）年総効果額の総括 （単位：千円）

区 分 年総効果 効 果 の 要 因

効果項目 (便益)額

食料の安定供給の確保に関する効果

作 物 生 産 効 果 29,083 農業用用排水施設整備、区画整理を実施

した場合と実施しなかった場合での農産物

生産量が増減する効果

品 質 向 上 効 果 1,037 農業用用排水施設整備を実施した場合と

実施しなかった場合での農産物の価格が維

持、向上する効果

営 農 経 費 節 減 効 果 21,037 農業用用排水施設整備、区画整理を実施

した場合と実施しなかった場合での営農経

費が増減する効果

維 持 管 理 費 節 減 効 果 △3,463 農業用用排水施設整備、区画整理を実施

した場合と実施しなかった場合での施設の

維持管理費が増減する効果

多面的機能の発揮に関する効果

景 観 ・ 環 境 保 全 効 果 38,086 農業用用排水施設整備にあたり、周辺の

景観へ配慮した設計・構造を合わせもった

施設として整備することで発揮する効果

都市・農村交流促進効果 73 農業用用排水施設整備に伴い農業用施設

等が観光資源として利活用できる効果

合 計 85,853



（４）総便益額算出表
(４)総便益額算出表-1

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



(４)総便益額算出表-2

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



(４)総便益額算出表-３

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



(４)総便益額算出表-４

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



(４)総便益額算出表-5

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



(４)総便益額算出表-6

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



3.効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の作物生産量

の比較により年効果額を算定した。

○対象作物

さとうきび、飼料作物、葉たばこ、かぼちゃ、かんしょ、にがうり、とうがん、さやいんげん

ちんげんさい、マンゴー

○年効果額算定式

年効果額＝単収増加年効果額※１＋作付増減年効果額※２

※１ 単収増加年効果額＝作付面積×（事業ありせば単収－事業なかりせば単収）×単価×

単収増加の純益率

※２ 作付増減年効果額＝（事業ありせば作付面積－事業なかりせば作付面積）×単収×

単価×作付増減の純益率



注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



（２）品質向上効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の生産物価格

の比較により年効果額を算定した。

○対象作物

さとうきび、かんしょ、かぼちゃ

○年効果額算定式

年効果額＝効果対象数量＋単価上昇額

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



（３）営農経費節減効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の労働費、機

械経費、その他の生産資材費について比較し、それらの営農経費の増減により年効果額を算定し

た。

○対象作物

さとうきび、飼料作物、葉たばこ、かぼちゃ、かんしょ

○年効果額算定式

年効果額※1 ＝（事業なかりせば単位面積当り未整備営農経費 － 単位面積当り現況営農経費）

× 効果発生面積＋（単位面積当り現況営農経費 － 事業ありせば単位面積当り

営農経費）× 効果発生面積

年効果額※2 ＝(事業なかりせば単位面積当り営農経費－ 事業ありせば単位面積当り営農経

費）× 効果発生面積

※１ 畑地かんがい施設 ※２ 区画整理

○年効果額の算定

算定例：畑地かんがい（畑かん設備が整備されることによる営農経費の節減）

区 画 整 理（土地条件整備（不整形、小区画）が整備されることによる営農経費の

節減）

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



（４）維持管理費節減効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、施

設の維持管理費の増減をもって年効果額を算定した。

○対象施設

ダム、用水路、排水路、浸透池等

○年効果額算定式

年効果額 ＝ 事業なかりせば維持管理費 － 事業ありせば維持管理費

○年効果額の算定

事業なかりせば維持管理費 事業ありせば維持管理費 年効果額 備 考

① ② ③＝①－②

千円 千円 千円 現況維持管理費

228 3,691 △3,463 1,004千円

・事業なかりせば維持管理費（①）：施設の実績維持管理費を基に、施設の機能を失った場

合において安全管理等に最低限必要な維持管理費を算

定した。

・事業ありせば維持管理費 （②）：効果算定対象施設の実績維持管理費を基に算定した。



（５）景観・環境保全効果
○効果の考え方

景観や自然環境が保全、創造される効果であり、市場で扱われていない価値であるため、地域

住民等にWTP（Willingness To Pay：支払意志額）を尋ねることで、その価値を直接的に評価す

る手法であるCVM（Contingent Valuation Method：仮想市場法）により効果を算定した。

○対象施設

景観・環境配慮施設

○年効果額算定式

年効果額＝一戸当たりの支払意志額×受益範囲世帯数×{Ｃ１/（Ｃ１＋Ｃ２）}

ただし、

Ｃ１：景観・環境保全施設の資本還元額のうち当該土地改良事業分

Ｃ２：景観・環境保全施設の資本還元額のうちその他事業分

○年効果額の算定

土地改良 CVMによる 景観・環境 当該土地改良 その他事業の 当該土地改良

施設名 効果額 保全施設の 事業の資本 資本還元額 事業における

資本還元額 還元額 効果額

① ②＝③＋④ ③ ④ ⑤＝①×(③/②)

宮古伊良部地区等 千円 千円 千円 千円 千円

（9,156ha） 1,737 20,369,512 20,359,860 9,652 1,736

赤土等流出施設等 千円 千円 千円 千円 千円

36,350 35,556 35,556 0 36,350

千円

計 38,086

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



（６）都市・農村交流促進効果

○効果の考え方

農業用用排水施設整備に伴い付随的に生じる水辺環境等が、レクリエーション拠点として利活

用できる効果を、ＴＣＭ（travel Cost Method）により効果を算定した。

○対象施設

都市・農村交流促進施設

○年効果額算定式

年効果額＝平均訪問単価×平均訪問回数（１回／年）×訪問人数×Ａ１/Ａ２

ただし、

Ａ１：本地区受益面積 Ａ２：関連事業受益面積

○年効果額の算定

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



４．評価に使用した資料
【共通】

・農林水産省農村振興局企画部土地改良企画課・事業計画課（監修）（2007）「新たな土地改良

の効果算定マニュアル」大成出版社（平成20年３月31日一部改正、平成21年３月31日一部改

正、平成26年4月7日一部改訂）

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年3月28日付け農林水産省農

村振興局企画部長通知（平成25年3月26日一部改正））

【費用】

・当該事業費等に係る一般に公表されていない諸元については、沖縄県農林水産部村づくり計

画課調べ

【便益】

・内閣府沖縄総合事務局農林水産部統計調査課（平成15～17年）

「園芸・工芸農作物市町村別統計書」

・内閣府沖縄総合事務局農林水産部（平成15～18年）「沖縄農林水産統計年報」

・沖縄県中央卸売市場（平成20年～24年）「市場年報」

・東京都中央卸売市場（平成20年～24年）「市場統計情報（月報・年報）」

・沖縄県農林水産部（平成15年6月）「沖縄県野菜栽培要領」

・沖縄県農林水産部（平成18年3月）「さとうきび栽培指針」

・沖縄県農林水産部（平成13年4月）「沖縄県畜産経営技術指標」

・沖縄県宮古農林水産振興センター（平成20年～24年）「宮古の農林水産業」

・農林水産省統計部（平成13年～24年）農業物価統計

・（社）日本農業機械化協会「2012/2013農業機械施設便覧」

・総便益算定に係る一般に公表されていない諸元については、沖縄県農林水産部村づくり計画

課調べ
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